
※主税局所管の監理団体　　公益財団法人　東京税務協会

月 日
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23 若手改革実行チームについて周知

23

26

本庁 出先機関

自律改革検討について各部門へ依頼

自律改革の進め方について検討

検討開始（各部門の若手職員中心）

自律改革検討について周知

自律改革検討について周知

内　　容

組織体制等の検討

会　　議

第1回打合せ

第１回自律改革会議

主税局自律改革本部設置

自律改革ワーキンググループ設置　

自律改革事案検討

全体所長会

全体副所長会
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6

総務部職員と各部職員による資料作成打合せ

総務部職員と各部職員による資料作成打合せ

総務部職員と各部職員による資料作成打合せ

臨時全体副所長会

自律改革ワーキンググループ　

主税局若手改革実行チーム発足

自律改革意見募集

課税・資産税・徴収各部打合せ

区部都税事務所（23所）（2,275名）

多摩都税事務所（2所）（205名）

多摩都税支所（4所）

総務部（59名）

税制部（58名）

課税部（74名）

資産税部（105名）

徴収部（89名）

全職員に向け通知

都税総合事務センター（58名）

自動車税事務所（5所）

課税・資産税・徴収各部打合せ

主税局若手改革実行チーム 第2回打合せ

課税・資産税・徴収各部打合せ
9

主税局組織（定数:2,923名） 

局内の検討過程 

主税局における自律改革の取組 
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自律改革本部の設置 

改善案の検討・推進 

 
 

総務 

部門 

課税 

部門 

資産税 

部門 

徴収 

部門 

他局・国 

・他自治体 

調整 

       
 

             状況の把握・課題の抽出 

         (若手職員を中心に広く意見を公募) 

若手職員による構成  

今後進め方について検討 

（スケジュール等）  

連 携 

税制

部門 
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№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

主税局若手改革実行チームによる現場若手職員からの業務改善案の募集

  eLTAXによる全国共通収納チャネルの構築

  高校生向け租税教室テキストの新規作成

各部門・各所

徴  収  部

課　税  部 　主税局ＨＰ上で提供する様式データの利便性向上

文 京 都 税 　若年層にわかりやすい広報

  住まいと税を考えるセミナーの新規開催

　免税軽油使用に係る住所・所在地変更手続

総  務  部

課　税　部

所管 取組事項

  主税局自律改革本部の設置

徴  収  部

総　務  部

検討中

検討中

  WEB口座振替申込受付サービスの導入

  クレジットカード納付の継続払い導入

総  務  部

実施状況

実施済

検討中

検討中

検討中

検討中

検討中

検討中

自律改革の取組事項 

直ちに実施する取組 

自律改革の視点 

主税局は、都税の課税徴収の業務を通して納税者である都民と多くの接点を有してい

る。 

都民が申告や納税などの場面で円滑に手続きができるよう様々な取組を進め、納税者

の立場から利便性を向上させていく。 
 

納得して納税してもらうために、税のしくみを理解してもらう必要がある。 

複雑で難しい税のしくみを分かりやすく発信し、都民の税への理解を深め、税を通じ

た都政への参加意識を高めていく。 
 

都民の利便性の向上 

税に対する理解の促進 
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（１）主税局自律改革本部の設置

（２）ＷＥＢ口座振替申込受付サービスの導入

スキームについて検討

（３）クレジットカード納付の継続払い導入

スキームについて検討

（４）eLTAXによる全国共通収納チャネルの構築

（５）高校生向け租税教育テキストの新規作成

・教育庁、国税局等との連携体制構築
・事例研究

・テキスト内容検討
・教員を交えた内容検討、原稿作成

（６）住まいと税を考えるセミナーの新規開催

　９月　国税局、税理士会との連携体制構築、
        住宅展示場との調整
１０月　テーマ検討、セミナー資料作成、開催周知広報実施

１１月　セミナー開催

（７）免税軽油使用に係る住所・所在地変更手続の改善

（８）主税局ＨＰ上で提供する様式データの利便性向上

（９）若年層にわかりやすい広報

１０月　若手職員から意見募集
１０月　主税局若手改革実行チームにて、若手職員から意見の集約・検討
１１月　主税局自律改革本部への報告
　　　　主税局若手改革実行チームによる業務改善の推進

「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会」を通じて
国、各自治体と検討

１０月　事務所担当者を交えた検討会を実施する
　１月　新たな移管手続の原案を策定する
　３月  全体課長代理会議に提示する
　　　　新たな移管手続決定

１２月　省エネ減免関係　様式改定後、年度内に実施予定
　１月　事業所税各様式　新様式による申告のタイミングで実施予定
来年度実施予定　設立設置届　三税（国税・都税・区税）協議後

  ９月　国税・都税・区税の若手職員及び区内の大学生で打合せ
１１月　広報リーフレットの原案を作成
１２月　印刷・製本完成
　　　  大学生向け租税教室・はたちの集いなどで配布

今後実施する取組及び年度末までのスケジュール 

4



東京都
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※一部、課税部門の受入も含む

17人

17人

年　度

平成18年

平成19年

平成28年

視　察

1人

4人

4人

10人

平成24年

平成25年

平成26年

平成23年

平成21年

平成22年

平成20年

8人

20人

33人

平成27年

八戸市、日野市、千葉市　外12団体

千葉市、小金井市、狛江市　外13団体

八戸市、市川市、神戸市　外16団体

富山県、千葉県、北九州市　外28団体

自治体名

埼玉県、さいたま市、調布市　外13団体

千葉県、岡山県、千葉市　外10団体

町田市、東村山市、清瀬市　外6団体

国立市、台東区、中野区　外2団体

千葉市、国立市、東村山市　外2団体

青梅市、昭島市、東大和市　外7団体

武蔵野市、小平市、福生市　外12団体

受　入

24人

17人

9人

5人

5人

10人

16人

 
○徴収対策の強化 
H 7  ･業務運営・組織の改革 

   （機能分担制・進行管理の導入等） 

H12 ･自動車税滞納整理強化 

H16 ･インターネット公売開始【全国初】 

   ･個人都民税対策室発足  

     (困難事案の引継、都職員派遣、研修生受入等) 

 

H17 ･タイヤロック開始 

 

H20 ･徴収初動業務の一部集中化 

   （納税推進業務として納税慫慂を委託） 

 

H23 ･ミラーズロック開始【全国初】 

 

H24 ･個人住民税徴収対策会議発足 

 

H25 ･オール東京滞納ＳＴＯＰ強化月間 

   本格実施  

 

H26 ･オール東京特別徴収推進宣言 

 

 

○収納方法の多様化 
H16 ･コンビニ収納開始【全国初】 

 

H17 ･口座振替事務集中・委託化 

 

H18 ･Pay-easy収納開始 

※Pay-easy：税金の支払いを、金融機関の

窓口やコンビニのレジに並ぶことなく、パソコ

ンやスマートフォン・携帯電話、ATMから支

払うことができるサービス 

 

H21 ･ｅＬＴＡＸ（ｴﾙﾀｯｸｽ）に 

   よる電子納税開始 

 

H23 ･クレジット収納開始 

  (自動車税） 

 

H27 ･クレジット収納税目拡大 

 

滞納整理部門のこれまでの主な取組 

他団体からの研修生の受入 
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